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KJ法支援グループウェアの現状と今後  
 

由井薗隆也†1	
 	
 宗森	
 純†2 
 

KJ法を参考とした発想支援システムの研究が日本で立ち上がって 20数年になる．今回，KJ法の起源・普及状況につ
いて整理すると共に，われわれが携わってきた KJ 法支援グループウェア GUNGEN，KUSANAGI の研究概要を現状
として報告する．そして，KJ法支援グループウェアをインターネット上に展開することによってイノベーション環境
とすることを今後の方針として提案する． 

 

Current Status and Future of Groupware to Support the KJ 
Method 

 

TAKAYA YUIZONO†1	
 JUN MUNEMORI†2 
 

More than two decades passed since the rise of research on idea generation support systems based on the KJ 
method in Japan. Its origin and current status of KJ method is described by its acceptance within various fields. 
And, the groupware systems for the KJ method, named GUNGEN and KUSANAGI, are overviewed with its 
performance. Finally, we suggest the future of the groupware for the KJ method as innovation infrastructure over 
the Internet. 

 

1. はじめに    

	
 近年，人々の能力として，アイデアや概念を作り出す創

造性が以前に増して，重要とされている[1]．クリエティ

ブ・クラス[2]と呼ばれる階級概念が登場するとともに，ロ

ボットなどの自動化技術の台頭により，人間が持つ能力と

してアイデアを作るための方法論などのメタアイデア[3]

が重要といわれるようになっている． 

	
 グループウェアは元来，人間知性を支援することを目的

とした研究開発が進められ，1960年代より，コンピュータ

ネットワークを中心に進められてきた[4], [5]．そして，1980

年代半ばになると，計算機支援協調作業(CSCW)と呼ばれる

研究分野が出現し，計算機支援だけでなく，支援対象であ

る協調作業理解を目指すことが社会科学者や認知心理学者

などによって行われるようになった．現在は，社会基盤と

してのコンピュータネットワークであるインターネット上

に展開する Web技術を中心に，様々なソーシャルメディア

が構築されている．そのためか，ソーシャルメディア（例

えば，Wikipedia a）, Facebook b), クラウドソーシング）に関

する理解を進める社会科学的研究が盛んに進められている． 

	
 一方，グループウェアを用いて人々のアイデア発想を支

援する発想支援グループウェアの研究が日本では，1990年

ごろから行われてきた[5]．発想支援グループウェアの研究

は発想支援システム[6]の延長上にあり，アイデアの創出を

                                                                    
 †1北陸先端科学技術大学院大学 
   Japan Advanced Institute of Science and Technology	
 	
  
 †2 和歌山大学	
 	
  
   Wakayama University 
a) WikipediaはWkimedia Foundation Inc.の登録商標である． 
b) Facebookは Facebook Inc.の登録商標である． 
c) KJ法は(株)川喜田研究所の登録商標である． 

目的とした技法をグループウェアに展開したものと考えら

れる． 

	
 特に，日本では KJ法[7],[8],[9]c)と呼ばれるアイデア発想

を参考にした発想支援システムの研究が多数行われてきた．

その中，我々は，衆知を集める発想法と呼ばれた KJ 法を

支援するグループウェアを発想支援グループウェアとして

研究し，多くのシステムを開発・評価してきた[5]． 

	
 今回，過去の KJ 法支援グループウェアの取り組みをま

とめ，今後の展望を検討する．以下，2.では KJ法の概要に

ついて，3.では KJ 法の起源と普及状況についてまとめる．

4.では KJ法を参照している情報処理研究を紹介する．5.で

は，我々が研究してきた発想支援グループウェアのシリー

ズを整理して，示す．そして，6.では，今後の展望として

イノベーション環境としての発展を提案する．7.では全体

をまとめる． 

2. KJ法の概要  

	
 KJ 法は人類学者である川喜田二郎によって開発された

仮説発想のためのアイデア発想法である．異質のデータか

らいかにして意味のある結合を発見するかという発想の体

系的技術ともいわれる[10]．前提と結論の関係を取り扱う

論理学の推論形式として「演繹 (Deduction)」，「帰納

(Induction)」，「発想(Abduction)」の３種類が知られているが，

その中の「発想」に対応する技法として位置付けることが

できる[7]． 

	
 KJ 法は現場の取材データにもとづくアイデア発想法で

ある．その利用が期待される領域は，野外調査にもとづく

質的研究からグループによる製品・サービス開発と幅広い．

複雑な問題解決を行うためには KJ法を繰り返す累積 KJ法
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を行うことが推奨され，その繰り返しは W型問題解決モデ

ル(図 1）に沿って，実施するとよいとされる．そして，川

喜田はW型問題解決モデルが広い意味での KJ法であると

述べている[7]． 

	
 この W型問題解決モデルにおいて，思考レベルに相当す

る部分（A,D,E,H）を文献にもとづく思索を中心とする「書

斎科学」，そして，W 型の後半に相当する部分（仮説を研

究室実験で検証する部分（E,F,G,H）を「実験科学」と位置

付けている．これら科学に対して，W型の前半に相当する

部分（A,B,C,D）を「野外科学」と呼び，KJ 法はこの部分

に相応しい技法として位置付けられる． 

 
図 1	
 W型問題解決モデル [7],[8],[9] 

 

	
 KJ法１ラウンドの手順は図 2に示す通りである．アイデ

ア出しとしてのラベルづくりを行い，そのアイデアをもと

にグループ編成を行う．次に，そのグループを空間配置し

て図解化する KJ 法 A 型を行う．そして，最後に KJ 法 B

型と呼ばれる叙述化の作業として文章化または口頭発表を

行う．なおラベル作りはデータ取材にもとづくことが推奨

されている． 

	
 先に述べた通り，複雑な問題解決を行うためには，この

KJ 法の１ラウンドを複数回用い，KJ 法の結果を深めてい

く累積型 KJ 法を行うとよいとされている．例えば，曖昧

な問題に対して KJ 法によって問題を把握し，その問題解

決策を KJ法で検討するという２ラウンド型の累積型 KJ法

を行うことができる．より，複雑な問題解決においては，

図 1の W型問題解決モデルに沿って，６ラウンドの累積型

KJ法を行うことが示されている[9]． 

 
図 2	
 KJ法 1ラウンド (文献[9]の第 16図を一部改変） 

3. KJ法の起源と普及状況  

3.1 KJ法の起源と野外調査  

	
 KJ 法の起源は 1950 年代であり，川喜田が野外調査を行

った時に収集し，紙切れに書き付けたデータから，いかに

して仮説を作るかという問題意識から生まれたものである

[9],[11]．従って，KJ法においては，データ収集を行い，そ

のデータをもとに KJ 法を行い，仮説発想を行うことがも

ともとの使い方である．このデータ収集を含む KJ 法を広

義の KJ法と呼び，その場で行うのみ場合は狭義の KJ法と

呼ぶこともある[9]． 

	
 この現場観察に基づいたデータ収集を含む KJ 法は野外

調査にもとづく問題解決に使うことができ，川喜田により，

ネパール山地の技術協力に対する適用事例が示されている

[9]．また，川喜田はこの枠組みに近い移動大学という形式

の教育システムを 1969年より実践している．このシステム

は写真を使用した KJ法や住民参加の仕組みなどを加えて，

地域再生手法として山浦によってまとめられている[12]．

さらに，その仕組みは國藤によって大学院生のフィールド

ワーク型創造的問題解決ワークショップに実践されている

[13]． 

3.2 KJ法の社会普及  
	
 KJ 法が日本企業において注目を集め始めたのは，1960

年代からである．ブレインストーミング技法で出された意

見をどのようにまとめるかという問題意識の元，新たな技

法として注目を浴びたと考えられる．なお，ブレインスト

ーミングについては，コンサルタントである上野らによっ

て 1950年代に企業教育に導入されている[14]． 

	
 衆知を集める会議の技法として知られ，製品開発の品質

改善を目指した QC 活動の道具として位置づけられている

[15]．日本においては 1980年代に書かれた教科書類におい

て，理科系のレポート作成技術において考えをまとめる手

法として紹介[16]，ソフトウェア工学において要求仕様書

作成への活用[17]，また曖昧な問題解決における問題理解

手法としてシステム工学において紹介されてきている[18]．

また，多様なデータを統合的にまとめることができるため，

質的調査法として位置づけられ，看護現場において収集さ

れた定性データ処理への適用事例がある[19]． 

	
 KJ法はデータ収集法だけでなく，体系としては２．で述

べた W型問題解決プロセスが提唱され，書斎科学，実験科

学に対して野外科学と呼ばれる技法として位置づけられて

いる[7],[9],[20]．しかしながら，ブレインストーミングの

まとめに使用する会議技法として紹介されることも多くあ

った．そのためアイデアから図解を作成する部分のみを KJ

法として理解されることもあった．例えば，日科技連は

1970年代に新 QC７つ道具を整理し，その中に KJ法の図解

化技法部分を親和図と命名して紹介している[15]．親和図

は海外において Affinity Diagram としてユーザ要求に基づ

く製品デザイン技法[21]として紹介され，ラピッド・プロ

タイピングのための要求理解手法として知られている． 

	
 なお現在，製品・サービス開発の方法論として注目され

ているデザイン思考と比較しても KJ 法は十分，方法論と

して使用可能である．例えば，佐宗のデザイン思考の解説

書において「彼（川喜田）がもともと行っていた KJ法は、

思考レベル

経験レベル

知識の収納庫

問題提起

探検

野外観察

本質追及

情勢判断・
決断・方針

具体策

手順化

実施

吟味検証

結論
（鑑賞）

構成

ストック再利用

コースR

コースQ

コースP

A

B C

D E

F G

H

"!#����

�#$ ���

"!#���

"!#���

�
����

���%A�)�

�����

����

	
��%B�)�

	
��

�����

����

Vol.2015-GN-96 No.11
2015/10/3



情報処理学会研究報告 
IPSJ SIG Technical Report 

 

 

ⓒ2015 Information Processing Society of Japan 3 
 

私が留学を通じて学んできたデザイン思考のプロセスや考

え方とほぼ同じものです。」と紹介されている[22]．  

	
 以上より，KJ 法（Affinity Diagram も含む）は日本国内

だけでなく，国際的にも現場データにもとづくアイデア発

想，要求理解，またはデザイン概念の導出法として普及し

ている． 

3.3 アイデア発想法との関係  
	
 アイデア発想法はブレインストーミングに代表される人

間，誰もがもつ知性を生かして，いかにアイデアをつくる

かの方法論を示したものである．一般的に，数学の公式や

アルゴリズム（確率を用いた手法を除く）のように一意な

解を求める方法ではない．そして，思考のスタイルに関わ

るため，思考スタイルの変容を形付けられる方法論と捉え

る． 

	
 アイデア発想法の分類としては，高橋による「発散技法」，

「収束技法」，「統合技法」，「態度技法」が知られている[23]．

著者らが代表的アイデア発想法としてテキスト[5]で紹介

したものを図 3に示す．発散技法は多くのアイデアを出す

ことを目的としたものである．収束技法は多くのアイデア

をいかにまとめるかということを目的としたものである．

そして，統合技法は発散技法と収束技法の両方を兼ね備え

たものである．最後に態度技法はアイデアを出す態度につ

いて述べたものであり，環境整備なども含む． 

発散技法： 

ブレインストーミング，ブレインライティング(6-3-5法)，

ゴードン法，マインドマップ，シネクティクス,チェックリ

スト法(SCAMPER) 

収束技法： 

KJ法（グループ編成と図解化部分），ハイライト法 

統合技法：発散的技法＋収束的技法 

態度技法：６色帽子法 

図 3	
 代表的なアイデア発想法[5] 

	
 高橋に代表されるアイデア発想法の分類では，KJ法はブ

レインストーミングで出されたアイデアをまとめるための

技法としての位置付けである．しかし，KJ法は，いかにし

てデータやアイデアを収集するか，アイデアをいかにまと

めて仮説発想に導くか，そして，それらアイデア発想・仮

説生成のための態度（例えば：データをして語らしめる[9]）

などを含んでいるため，一つの創造的問題解決のための体

系として捉えるべきである． 

	
 発散的技法と収束的技法という言葉は，心理学において

創造性研究の重要性を 1950 年代にとなえたギルフォード

の人間知性モデル[24]における発散的思考，収束的思考に

由来するものである．発散的思考は多くの考え方を出す思

考様式とされる，それに対して，収束的思考は一つの解を

求める思考様式とされている．ギルフォードは，収束的思

考は創造性との関連は少ないとし，人間の創造性測定手法

として，発散的思考を測定する方法を検討していった．そ

のため，IQテストに対応する創造性テストでは，発散的思

考を測定する目的を中心とする開発研究が進められている

（例えば，トーランステストが知られる）． 

	
 一方，ブレインストーミングの創始者であるオズボーン

とその共同研究者達は，創造的問題解決プロセスでは，発

散的思考だけでなく収束的思考も重要と位置付けるととも

に，プロセスの最終段階には評価に関するステップが位置

付けられている[25],[26]．その中，発散技法への偏りを是

正するために，一連の収束技法の発表が 1982年に行われた

とされている[26]．それに先行して，1960 年代に，川喜田

はよい会議の条件として，発散的思考，収束的思考，評価

が含まれることを述べ，KJ法の会議はそれらを満たすとし

ている[27]． 

	
 以上より，収束的思考の方法論を示した KJ 法は国内外

問わず，アイデア発想法として先進的であったことがわか

る． 

4. 情報処理学会電子図書館を用いた文献調
査  

4.1 調査概要  

	
 情報処理学会電子図書館において，全文検索「KJ法」を

雑誌名「論文誌」として指定した場合，2015 年 8 月 29 日

時点で，62本の論文が検索された．その中，著者紹介の従

事研究のみで引っかかった 5 本の論文（「KJ 法支援」とい

う単語を使用）を除いた 57 本において，KJ 法がどのよう

に参照されているか調べた．なお同様な検索において「親

和図」を検索したところ 2本の論文が検索された． 

	
 時系列で参照状況を整理すると，次の通りとなる． 

・1989年：KJ法図解化支援 D-Abductor関係１本 

・1990 年~1999 年（計 14 本）：KJ 法支援グループウェア

GUNGEN関係７本，KJ法図解化支援D-Abductor関係 3本，

KJ法への言及２本，KJエディタ関係，手書き KJ法支援シ

ステムがそれぞれ１本である． 

・2000 年-2009 年（計 26 本）：KJ 法支援グループウェア

GUNGEN関係 9本，KJ法支援システムへの言及 7本，KJ

法への言及 4本，文章整理／作成支援 3本，創造性支援ツ

ール２本，KJ法を用いたアンケート作成 1本である． 

・2010年-2015年 8月（計 16本）：KJ法支援システムへの

言及 6本，KJ法を用いたデータ整理／アンケート作成 4本，

KJ法支援グループウェア GUNGEN関係 2本，KJ法への言

及 2 本，拡張現実感型 KJ 法支援システム GKJ１本，創造

性支援ツール１本である． 

	
 1990 年代は KJ 法を直接参照した発想支援システムが中

心であることがわかる．2000 年代は KJ 法支援システムを

参照した研究が増えていること，KJ法に参照し，文章作成

や創造性を支援する知的活動支援システムに関するものも

行われていることがわかる．一方，1990 年代から 2015 年
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にかけて，系統的に KJ 法支援システムを行っている研究

は KJ法支援グループウェア GUNGEN関係のみであった． 

4.2 KJ法を参考にした発想支援システム  
	
 KJ 法を参考にした代表的な発想支援システムの研究と

し て KJ エ デ ィ タ 関 係 [28]-[31] ， D-Abdcutor 関 係

[32]-[37],GUNGEN関係（KUSANAGIも含む）[38]-[60]，G

−KJ[61],[62]をあげることができる．いずれも複数人の共同

作業を支援するグループウェア的な利用を検討している．

以下に，発想支援グループウェア GUNGEN関係（GUNGEN，

KUSANAGI）以外について述べる． 

	
 KJ エディタ[28]-[31]は KJ 法をソフトウェア開発のプロ

セス（特に，要求仕様書作成）に応用することを中心に研

究が進められた．またハイパーテキストである Web情報を

視覚的にカード整理するインタフェースを実現している． 

	
 D-Abductor[32]-[37]は，グラフの可視化技術を出発点と

する思考支援ツールである．優れた KJ 法図解（複合グラ

フ図解）の自動可視化アルゴリズムを実現している．また，

統合型アイデア発想支援ツール GrIPSにおいて収束的思考

を支援する部分として使用されている．一方，D-Abductor

を用いた知的活動を評価するための技術としてラベル記述

法も開発されている． 

	
 G-KJ[61],[62]は紙による KJ 法の作業と計算機による KJ

法の作業を融合することを目指したシステムである．ペン

入力デバイスを用いて紙による KJ 法作業を計算機に取り

込むことを可能とするとともに，拡張現実感を使用する取

り組みも行われている． 

	
 KJ法への言及はないが，代表的なグループウェア研究で

ある Colaboプロジェクトで開発された Cognoter[63],[64]も

KJ法会議とほぼ同様のプロセスを支援している．そのプロ

セスは３段階からなり，ブレインストーミング，順序付け

（ordering stageと呼ばれるグループ化や矢印による関係付

けを行う），評価の順となる． 

5. 発想支援グループウェア GUNGENと発
想支援グループウェア KUSANAGI 

5.1 システム開発の流れ  

	
 発想支援グループウェア GUNGENは 1990年に鹿児島大

学の教員であった第二著者において始められた研究プロジ

ェクトであり，現在も続いている．一方，発想支援グルー

プウェアKUSANAGIはGUNGENプロジェクトに従事して

いた第一著者が 2003年からGUNGENの Javaバージョンと

して，指導学生とともに開発を進めているシステムである． 

	
 なお GUNGEN系の研究では，グループウェア向けに KJ

法をアレンジした分散協調型KJ法[40],[51]を主に支援して

いる．分散協調型 KJ 法の作業は，意見入力，島作成，文

章作成の 3 段階であり，元々の KJ 法と比べると，島作成

関係の図解化が省略されている． 

 

＜リアルタイム/分散型グループウェア＞ 

	
 初期の GUNGENは，HyperCardのドローイング機能と画

面共有ソフトウェアである Timbuktu において実現されて

いた[38],[39]．次に，HyperCardにおいてイベント通信プロ

グラムを付加することによって，分散複製型アーキテクチ

ャのグループウェアとして実現された[40]．これにより，

離れた環境にある複数の計算機を用いて共同作業を行える

リアルタイム/分散型のグループウェアとして使用可能と

なった．そして，その後のシステムは，クライアント・サ

ーバアーキテクチャ型を中心とするイベント配信型のネッ

トワークプログラムで実現されている． 

	
 発想支援グループウェア GUNGEN の画面例を図 4 に示

す．分散環境やコミュニケーション環境の影響を調べる各

種実験に適用された[41]-[44],[46],[51]． 

 

図 4 発想支援グループウェア GUNGEN 

＜野外科学を指向した一貫支援＞ 

	
 GUNGENはもともとカード型データベース Wadamanを

備えていた[40]．そこで，データ収集を含む KJ法である広

義の KJ 法を支援する発想一貫支援グループウェアの研究

を進めた[47],[48]．このカード型データベース Wadamanに

モバイルデバイス（電子手帳，PDA）のデータを蓄積する

仕組みと，そのデータをもとに発想支援グループウェア

GUNGEN 上で KJ 法を行えるシステムが開発された

[47],[48]．また，情報環境の社会基盤となった WWW との

連携機能をもつ GUNGEN-Spiralも開発された[49]． 

＜画面結合インタフェースまたは数百枚データ処理＞ 

	
 KJ法支援システムでは複数の意見データ（ラベル）を扱

うための作業空間が求められる．そこで，画面結合インタ

フェースをもつシステムが開発された．GDA[50]はモバイ

ル環境での画面結合を狙ったものである．また，HyperCard

で実現された GUNGEN では一画面に表示される意見数は

約 50枚程度（ただし，縮小機能を使うと 70枚）であった．

そこで，上から意見が落ちてくるテトリス風インタフェー

スを用いて，直感的に数百の意見を用いたグループ編成を

支援する GUNGEN-DXIIが開発された[52]． 
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 一方，複数 PC 画面に表示されたウィンドウ（正確には

Java の Frame）を関連付け，マウスカーソルで操作できる

グループウェア GUIを開発できるミドルウェア GLIAが開

発された[54]．GLIAではネットワークカーソルだけでなく，

複数マウスを用いることができるマルチカーソル処理も実

現できる．この GLIA を用いて大画面インタフェースを構

成した発想支援グループウェア KUSANAGI[57]の例を図 5

に示す．図 5の例では，10台の PCを用いて 10画面を結合

した共同作業空間を実現している．この環境において，一

画面あたり 50枚の意見を表示できるため，一覧できる意見

数は 500枚規模である． 

 

図 5 発想支援グループウェア KUSANAGIの大画面共同作

業インタフェース 

＜ユビキタス環境に向かうシステム開発＞ 

	
 KJ法支援グループウェアでは一貫支援にみられる，いつ

でもどこでもアイデアを収集できる開発を行ってきた．一

方，ユビキタスコンピューティングは計算機環境が実世界

に溶け込み利用できるようになることが期待される．その

中，テーブルトップインタフェースを用いて KJ 法を行う

ことを支援するシステムを開発してきた．SquareSystem は

Lumisiht Table をテーブルトップインタフェースとして使

用している[56]． 

	
 次に，現場でのデータ収集に写真も用い，その写真を用

いてテーブルトップ上で KJ 法を行える GUNGEN-PHOTO

を開発している[60]．GUNGEN-PHOTO ではテーブルトッ

プインタフェースとして，マルチタッチ入力を支援する

Diamond Touchを使用している．テーブルトップインタフ

ェース上で GUNGEN-PHOTOを用いた様子を図 6に，その

共同作業画面の様子を図 7に示す． 

	
 さらに，テーブルトップインタフェースが備えられた専

用の部屋ではなく，場所を移動しても KJ 法を行えるモバ

イル共同作業支援システムであるG-PADが開発された[59]．

G-PAD は図 8 に示すように２台の iPad を関連付けてアド

ホックに，より大きな共同作業画面を利用できる． 

	
 なお，GUNGEN-PHOTO，G-PADは発想一貫支援グルー

プ ウ ェ ア の Web ア プ リ ケ ー シ ョ ン 版 で あ る

GUNGEN-SPIRAL II[59]の要素システムとして実現されて

いる．Webアプリケーションであるため，インターネット

が使える環境で，Webブラウザが使えるデバイスであれば

どこでも使用できる． 

 

図 6 テーブルインタフェースを用いた GUNGEN-PHOTO 

 

図 7 GUNGEN-PHOTOの共同作業画面 

 
図 8 モバイル端末による共同作業を支援する G-PAD 
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＜集団における知識創造プロセスを指向した研究＞ 

	
 KJ法の一貫支援だけでなく，企業組織における知識創造

プロセスである SECI モデルを参考にした GUNGEN-SECI

を開発した[55]．GUNGEN-SECI では，意見データとして

コミュニケーションデータであるチャットデータを用いる．

また，その使用意図を人手によるタグ付けで付加するセマ

ンティックチャット[53]というチャットを活用している．

一方，十数人規模の集団における KJ 法会議を考慮した集

合知型 KJ 法会議も検討している[58]．これら研究では KJ

法支援グループウェアとして KUSANAGI が使用されてい

る． 

＜評価方法の開発＞ 

	
 システム開発ではないが，KJ法の作業を評価する手法に

ついても開発している．島作成に共同作業者の知識が及ぼ

す影響を明らかにするため，D-Abductorで開発されたラベ

ル記述法[37]をもとに IPL 法が開発されている[44]．また

KJ 法の結果として得られた文章を評価する手法として

AHPを応用した文章の総合満足度を測定する方法，ペトリ

ネット記述により文章構造を測定する方法を開発している

[45]． 

5.2 実験データによる性能  
	
 KJ法支援グループウェアの現状として GUNGEN系の研

究論文におけるシステムの性能評価において，対照比較に

おいて統計的有意差がみられたものについて述べる．また

文章の内容評価は八木下らによる文章の総合満足度[45]を

用いた結果である． 

＜グループウェアとしての効果＞ 

・分散環境の使用は，隣接した環境と比較して，意見数，

島数，まとめ文字数，また文章の内容評価は変わらない結

果となっている [42],[46]．なおチャットのコミュニケーシ

ョンには分散環境，マルチメディア通信が影響を及ぼすこ

とがわかっている． 

・グループ参加者の知識が KJ 法の作業結果に影響する結

果が得られている[44]．使用する意見に対する共通知識が

あるペアのほうが，そうでないペアと比べてグループ編成

が早い結果となっている． 

・分散協調型 KJ 法の共同画面操作に複数人が参加したほ

うが，そうでない場合と比べて，島数，まとめ文字数が多

くなる[43]． 

・参加者が１人，２人，３人の場合，参加者数が多いほど，

意見数が多くなる，一方，結論であるまとめ文章の内容に

は差がない[51]．ただし，意見数の規模は，おおよそ 30枚

から 50枚である． 

＜インタフェースデバイスの効果＞ 

・テーブルトップインタフェースを用いる場合，30枚の意

見のグループ編成作業が，従来のシステム構成と比べて短

くなる[56]． 

・マルチマウスが使用できる大画面共同作業インタフェー

スを用いると，約 200枚の意見を用いた場合，従来のシス

テムと比べて島作成時間が短くなるとともに，作られる島

数も多い[57]． 

＜意見の質が KJ法作業に及ぼす影響＞ 

・チャットデータを用いた KJ 法の場合，意見として使え

ると判断されたチャットデータを用いるほうが，そうでな

い場合と比べて，島数が多くなる[55]． 

・10 数人規模の参加者による集合知の条件を考慮した KJ

法会議では，得られた約 200枚の意見をすべて使用した会

議より，よい意見として判断された約 50枚の意見を使用し

た会議の結果がよい結果となった[58]． 

6. 今後の展望  

6.1 イノベーション基盤  

	
 現在インターネット（特に，Web）はソーシャルメディ

アとして社会に不可欠な基盤，すなわち社会基盤となって

いる．そして，Linux，Wikipedia の実現にみられるように

不特定多数の参加者によるオープンなイノベーション環境

として機能している． 

	
 イノベーションは新しい消費，新しい生産，新しい市場，

新しい原料や部品の供給源の獲得，新しい産業の形成をも

たらすなど「新しいもの」や「改善されたもの」を意味す

るとされてきた．しかし，現在はイノベーションと発明を

区別することが主流であり，イノベーションには発明だけ

でなく，社会普及を加える必要がある[5]．従って，イノベ

ーション環境はアイデア発想を支援することに加えて，発

想したアイデアの普及，実践を支援する必要があると考え

る．よって，イノベーション環境とは「アイデアや知識の

創造および，その普及，実践が行われる環境」と定義する． 

	
 インターネット上に KJ法支援グループウェアを図 10に

示す形で実現すれば，現在のインターネット環境は，より

進んだイノベーション環境として機能するようになると考

える．  

 

 
図 10	
 イノベ〜ション基盤と KJ 法支援グループウェア

（[5]のものを一部改変） 
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6.2 実現方針  
	
 実現方針として，これまで開発した KJ 法支援グループ

ウェアの機能を Web 上に統合／展開できる創造性支援ツ

ールのためのモジュールを設計／開発する予定である．そ

のためには，Webを利用した GUNGEN-SPIRAL II[59]の開

発経験を発展させる予定である．特に，ユビキタス環境に

向けたシステム開発であり，現場で写真を撮って，アイデ

ア出しを行い，KJ法を行うことが可能な G-Padを中心に検

討していく予定である． 

	
 また，KJ法の考え方だけでなく，イノベーションや創造

性に関する組織論的知見[65]も取り入れる必要があると考

える．そのためには，知識経営の組織モデルである SECI

モデルを参考に開発した GUNGEN-SECI[55]の開発経験を

発展させる予定である． 

7. おわりに  

	
 衆知を集める発想法として日本でよく知られている KJ

法について，その起源から普及状況について説明するとと

もに，KJ法を参考にした発想支援グループウェアの研究に

ついて解説した．特に，発想支援グループウェア GUNGEN，

KUSANAGI の成果についてまとめた．その結果，KJ 法支

援グループウェアの効果は次の通りである． 

(1)グループウェアの効果として，３人のほうが多くの意見

を得ることができるとともに，分散環境でも隣接環境と同

様な結果が得ることができる．  

(2)テーブルトップ，大画面インタフェース，マルチマウス

などのインタフェース技術によって，KJ法の特長であるグ

ループ編成を向上できる．特に，大画面インタフェースで

は数百枚の意見データの取り扱いにおいて向上した． 

(3)KJ 法の作業プロセスに対する理解も進み，意見数が多

い場合，よい意見をもとに KJ法の作業を行うと，よい KJ

法の島作成，結論を導ける可能性がある． 

	
 以上より，初期の GUNGENの研究では，紙面上の KJ法

と比べると見劣りする状況[40]があったが，実証データを

積み上げることによって，紙面上の作業環境に近いインタ

フェースや紙とは異なる計算機支援によって，紙を超える

KJ法支援グループウェアを実現できることがわかる． 

	
 今後は，KJ法支援グループウェアをイノベーション環境

として検討するために，Webアプリケーションとしての開

発を進めるとともに，組織論を参考にした支援環境を検討

してきたい．  
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